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（写真）Higgsfield “トランプ大統領とマドゥロ大統領が電話会談をしていたことが判明（写真はイメージ）” 

 

 

２０２５年１１月２８日（金曜） 

 

政 治                     

「Hegseth 戦争長官 乗組員の殺害を直接指示？ 

～乗組員の殺害を目的にミサイル攻撃を実施～」 

「FAA 警告発表後 移民送還便２機目が到着」 

経 済                     

「Black Friday 家電量販店などに買い物客殺到」 

「コーヒー豆生産５５％増、輸出は５００％増」 

「輸出手続き簡素化で必要な日数が１／５に削減」 

「自社ブランド商品が伝統ブランドの棚を圧迫」 

社 会                     

「クリスマス中に国内のガス需要１７．５％増」 

 

25 年 11 月 29-30 日（土・日） 

 

政 治                     

「トランプ大統領 マドゥロ大統領と電話会談実施 

～譲歩しない米国の姿勢を固辞か～」 

「トランプ大統領 実質的な空路封鎖の要求」 

「マドゥロ政権 米国の移民送還便停止を発表 

～米国側は送還便停止についてコメントなし～」 

「露飛行機 ベネ便の針路をキューバへ変更」 

「Copa、Wingo カラカス便の運航継続を表明」 

経 済                     

「オートバイ部品関税 ３％→２０％に引き上げ」 

「９月の米国向け原油販売 先月比１６２％増」 
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２０２５年１１月２８日（金曜）             

政 治                       

「Hegseth 戦争長官 乗組員の殺害を指示？      

 ～乗組員の殺害を目的にミサイル攻撃を実施～」       

 

１１月２８日 米国メディア「The Washington Post」

は、カリブ海での麻薬取り締まりオペレーションに伴う

米軍の船舶への攻撃について、「米軍は船舶に乗ってい

た生存者を殺害する目的で爆撃を行った」と報じた。 

 

The Washington Post が同オペレーションに関与する２

人の有識者から入手した情報によると、米軍が初めて麻

薬を密輸しているとされる船舶を爆撃した９月２日に

問題の事件が起きたという。 

 

９月２日に米軍が実施した爆撃では１１人が死亡して

いた。（「ベネズエラ・トゥデイ No.1264」） 

 

この攻撃で最初にミサイルが船舶に命中し、船舶で火災

が発生した。その後、指揮官は船の残骸に２人の乗組員

がしがみついていることを確認。 

 

これを受けて、指揮官は Pete Hegseth 戦争長官が指示

した「全員を殺害しろ」との命令を守るために２発目の

ミサイルを発射し、残骸にしがみついていた２人を殺害

したという。 

 

この情報提供者は、９月２日の攻撃について 

「自分たちが認識している中で米国軍が生存者を意図

的に殺害した唯一の事例」 

と語っているという。 

 

なお、トランプ政権および米国軍は、一連の爆撃につい

て「米国に危険を及ぼす麻薬を乗せた船舶を沈没させる

ために攻撃した」と説明しており、「乗組員を殺害する

ため」との説明はしていない。 

この報道を受けて、民主党系の米国議員は Pete Hegseth

戦争長官に対する非難の声を挙げている。 

 

カリフォルニア州選出の Sam Liccardo 議員は、自身の

ソーシャルメディア・アカウントにて 

「（Hegseth 戦争長官は）殺人の完全な責任者だ」 

と投稿。 

 

同じくカリフォルニア州選出の Ted Lieu 議員は、 

「２度目のミサイル攻撃は、無防備な生存者に対して発

射したもの」「この情報が事実であれば、戦争犯罪を行

っていることになる」 

との見解を示した。 

 

他、マサチューセッツ州の Seth Moulton 議員は 

「完全な違法行為」「小さな船舶の残骸が海上交通に危

険をもたらすという概念は馬鹿げている」 

と訴えた。 

 

この情報自体は非公式情報なので事実かどうかは不明

だが、事実であることが明らかになれば将来的に裁判の

対象になる可能性がある。 

 

これらの批判に対して、Hegseth 戦争長官は 

「いつものようにフェイクニュースが、扇動的で侮辱的

な情報を拡散している」「祖国を守る我々の素晴らしい

戦いを辱めている」 

「当初から説明している通り、この極めて効果的な攻撃

の目的は致死的な麻薬の流通を阻止し、麻薬密輸船を破

壊し、米国民を毒している麻薬テロリストを排除するこ

とにある」 

「我々が排除する密輸業者はテロ組織の構成員である」 

と反論している。 

 

 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/2afc0b1e96a16911aaa254eb2c6db4ca.pdf
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「FAA 警告発表後 移民送還便２機目が到着」         

 

１１月２８日 マイケティア国際航空に米国からの移

民送還便が到着した。 

 

「米国連邦航空局（FAA）」は、マイケティア飛行情報

区について警戒情報を発表。これを受けて、多くの国際

線がカラカス発着便の運航を見合わせる中、米国は２度

目の移民送還便を送ったことになる。 

 

「ベネズエラ国営放送局（VTV）」の発表によると、２

度目の移民送還便は米国アリゾナ州からベネズエラに

到着。Eastern Airlines の飛行機で到着した。 

 

飛行機には１３６人（男性１０４人、女性２４人、子供

８人）のベネズエラ人が乗っていたという。 

 

２０２５年１月から数えて移民送還便は９３回目にな

るという。 

 

 

（写真）内務司法省 Instagram 

 

 

 

 

 

 

 

経 済                        

「Black Friday 家電量販店などに買い物客殺到」           

 

１１月２８日はブラックフライデー。ベネズエラにもブ

ラックフライデーの慣習があり、当日は各店舗でディス

カウントが行われ、買い物客が殺到した。 

 

ディスカウント率は店舗商品により異なるが、１０～７

０％ほどのディスカウントがされていたという。 

 

また、報道を見る限り「全額をドルで支払う場合はディ

スカウントが適用される」など条件付きのディスカウン

トもあったようだ。 

 

実際の販売結果は今後、各経済団体が公表することにな

ると思うが、現地の様子を見る限り悪くはないようだ。 

特に電化製品の需要は高く、家電量販店には大勢の買い

物客が押し寄せ、混乱した状況が報じられている。 

 

 

（写真）AlNavio 
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「コーヒー豆生産５５％増、輸出は５００％増」           

 

デルシー・ロドリゲス副大統領は、１１月２８日にカル

ロタ空軍基地で開催されたコーヒー関連のイベント「IV 

Encuentro Internacional de Cafés de Especialidad 

Venezolano」に参加。 

 

ベネズエラのコーヒー生産量が前年から５５％増加し、

輸出量は５００％増加したと発表した（ただし、具体的

な生産量・輸出量は明言していない）。 

 

ロドリゲス副大統領によると、ベネズエラ産コーヒー豆

は１６カ国に輸出されているという。 

 

また、２０２５年のコーヒーの作付面積については２５

万ヘクタールと説明した。 

 

「輸出手続き簡素化で必要な日数が１／５に削減」                  

 

「ベネズエラ輸出者協会（AVEX）」の Gustavo González 

Velutini 代表は、マドゥロ政権に対してベネズエラ産製

品を国外に輸出するための提案を行っていると説明。 

 

輸出手続きを一元化するための窓口の作成に協力して

おり、これが実現すれば輸出にかかる行政手続きを５分

の１まで減らすことができると指摘した。 

 

Velutini 代表によると、現在ベネズエラでは輸出に関す

る手続きのために５２日間が必要だという。 

 

しかし、新たな仕組みでは９～１０日で輸出手続きが完

了するという。 

 

 

 

 

 

「自社ブランド商品が伝統ブランドの棚を圧迫」                  

 

現地コンサルタント会社「Atenas Grupo Consultor」の

Alexander Cabrera 社長は、現在のベネズエラ人の消費

傾向について説明。 

 

スーパーマーケット、食料品店、薬局などの自社ブラン

ド商品が増加しており、伝統的なブランドとの競争が激

しくなっていると指摘した。 

 

また、消費者はブランドに対する忠誠心を失う傾向にあ

り、「価格」「品質」「品揃え」などをより重視する傾向

が出てきたという。 

 

Cabrera 社長によると、自社ブランド商品を販売するス

ーパーマーケット、食料品店、薬局は全体の４２％まで

増加したという。 

 

自社ブランドの増加により、商品棚を巡る争いが起きて

おり、伝統的なブランドのスペースが侵食されていると

指摘した。 

 

なお、自社ブランド商品に対する消費者の印象に関する

調査では、「消費者の９５％が自社ブランド商品につい

てポジティブに認識している」との結果が出ているとい

う。 

 

最も高く評価されている点は「品質」「価格」「革新性」

だという。なお、自社ブランド商品は伝統的な商品より

も平均して２７％ほど安価に販売されており、経済的な

観点で大きなメリットがあるという。 
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社 会                        

「クリスマス中に国内のガス需要１７．５％増」           

 

家庭用ガスを供給する１６０超の中小企業で構成され

る「ガス産業連合会（Coingas）」の José Luis Rodríguez 

Agostini 代表は、石油省、PDVSA ガス関係者らと会談

を実施。クリスマスのガス供給について意見交換を行っ

た。 

 

同会合後、José Luis Rodríguez Agostini 代表は、クリス

マス期間中は国内のガス需要が１７．５％上がるとの見

通しを示し、このガス需要を充足させる用意があるとコ

メント。 

 

また、財務・物流・オペレーションなどあらゆる面でク

リスマスのガス供給を円滑に進めるための準備が出来

ていると説明した。 

 

２０２５年１１月２９日～３０日（土曜・日曜）              

政 治                       

「トランプ大統領 マドゥロ大統領と電話会談実施    

      ～譲歩しない米国の姿勢を固辞か～」        

 

１１月２８日 「The New York Times（NYT）」は、匿

名関係者から得た情報として、先週の時点でトランプ大

統領とマドゥロ大統領が電話会談を実施し、「マドゥロ

大統領に対して米国で直接会談の実施を要請していた」

と報じた。 

 

この会談にはマルコ・ルビオ国務長官も同席していたと

いう。 

 

 

 

 

 

この報道が出た時点では、会談の具体的な内容は公表さ

れておらず、「トランプ政権はマドゥロ政権との衝突の

着地点を探ろうとしているのかもしれない」との観測が

報じられたが、どうやら違うようだ。 

 

電話会談の実施が報じられた翌１１月２９日 ラテン

アメリカ情報メディア「Infobae」は、電話会談の詳細に

ついて報じた。 

 

Infobae によると、トランプ大統領はマドゥロ大統領に

対して、「短期的にカラカスから去らない場合は、軍事

行動を多方面に拡大する」と警告したという。 

 

また、トランプ大統領は「交渉テーブルの実施」につい

てマドゥロ大統領に提案しておらず、「マドゥロ政権の

時間稼ぎ戦略を許容しなかった」という。 

 

加えて、トランプ大統領は、マドゥロ大統領に対して 

「麻薬取引や石油取引、武器密売などで利益を得ている

政権関係者は短期的にベネズエラを去らなければなら

ない」と伝えたという。 

 

この政権関係者というのは、少なくともディオスダー

ド・カベジョ内務司法相、パドリーノ・ロペス国防相、

デルシー・ロドリゲス副大統領、ホルヘ・ロドリゲス国

会議長らが含まれているという。 

 

また、１１月３０日 トランプ大統領は記者から「マド

ゥロ大統領と電話会談を行ったのか？」と聞かれると 

「答えはイエスだ」と回答。 

 

マドゥロ大統領との電話会談が事実であることを認め

た。ただし、具体的な内容について「コメントしたくな

い」と回答。具体的な協議内容については明らかにしな

かった。 
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仮に Infobae の報道が事実であれば、トランプ政権はマ

ドゥロ政権に対して一切の妥協をする意思がないこと

になる。 

 

「実際に米国がベネズエラへ軍事攻撃を仕掛ける」「ク

ーデターが起きて政権転覆が現実的な状況になる」など、

国が危機的な状況になれば話は別だが、現時点でマドゥ

ロ政権がこの条件をのむ可能性は低いだろう。 

 

「トランプ大統領 実質的な空路封鎖の要求」           

 

１１月２９日 トランプ大統領は、自身のソーシャルメ

ディア・アカウントにて 

「すべての航空会社、パイロット、麻薬密売人、人身売

買業者へ。ベネズエラ上空および周辺の領空は全面的に

閉鎖されていると考えるように」と投稿。 

 

実質的にベネズエラ空域での飛行を行わないよう要請

した。 

 

前述の通り、FAA はマイケティア飛行情報区について

警戒情報を発しており、複数の航空会社が運航停止を発

表しているが、このメッセージはトランプ大統領が直接

的にこの流れを促進したことになる。 

 

その翌日の１１月３０日 トランプ大統領は記者らに

前述の投稿の意味について質問されると、 

「大した意味はない」 

「我々はベネズエラが友好的ではないと考えている」 

とコメントした。 

 

なお、コロンビアのペトロ大統領は、トランプ大統領の

投稿について批判。 

「どのような国際法に則り、一国の大統領が他国の空域

を封鎖することができるのか教えてほしい」 

と訴えた。 

 

「マドゥロ政権 米国の移民送還便停止を発表        

 ～米国側は送還便停止についてコメントなし～」            

 

１１月２９日 ベネズエラ外務省は声明を発表。 

「米国が移民送還便を停止した」と発表した。 

 

声明では、トランプ大統領による投稿（「すべての航空

会社、パイロット、麻薬密売人、人身売買業者へ。ベネ

ズエラ上空および周辺の領空は全面的に閉鎖されてい

ると考えるように」）を批判。 

 

トランプ大統領がベネズエラの空域と国家主権を侵害

し、ベネズエラ空域での自由移動について脅迫・命令を

行い、国際法を違反したと訴えた。 

 

 

（写真）外務省 “移民送還便の停止を発表” 
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また、一連の行動から「米国は一方的にベネズエラ移民

送還便を停止した」と発表した。 

 

ただし、米国政府側は「ベネズエラへの移民送還便を停

止する」とは発表していない。実質的にはマドゥロ政権

によるトランプ政権への報復的な措置の可能性が高い。 

 

なお、外務省の声明では、１１月２９日時点で移民送還

便は７５回目。これまでに１３９５６人が送還されたと

いう。 

 

この数字は「FAA 警告発表後 移民送還便２機目が到

着」で紹介した９３回目とは異なる。もしかすると、一

部の移民送還便はマドゥロ政権の移民送還プログラム

の枠組みとは別で行われていたのかもしれない。 

 

「露飛行機 ベネ便の針路をキューバへ変更」         

 

１１月３０日  「ロシア観光オペレーション連名

（Atorus）」および旅行会社「Pegas Touristik」は、ロシ

ア（モスクワ）からベネズエラの観光地マルガリータ島

（ポルラマル）に向かっていたロシアの飛行機が針路を

変更し、キューバに向かったと発表した。 

 

前日の１１月２９日にトランプ大統領がベネズエラ空

域の全面閉鎖について言及した直後であり、安全確保の

ために針路を変更したと説明している。 

 

Pegas Touristik は、観光客に対して、ポルラマル行きの

飛行機の針路変更を伝え、キューバのバラデロにある同

等クラス（あるいは上位クラス）のホテルに宿泊するプ

ランを提示。 

 

このプランを希望しない場合はキャンセルされた予約

代金は将来の予約のためにデポジットされると通知し

たという。 

 

「Copa、Wingo カラカス便の運航継続を表明」         

 

トランプ大統領がベネズエラ空域での国際線の停止を

要請する中、国際線の運航継続を発表する航空会社も出

ている。 

 

パナマ系航空会社「Copa Airline」は、「日中に限定し、

最大限の注意の上でベネズエラ便の運航を継続する」と

発表。 

 

FAA に確認した結果、同地域の警戒レベルや規制上の

立場は正式には変更されていないことを確認したと補

足。利用者に対して、今後の情勢変化に備えるために継

続的な情報確認を求めた。 

 

 

（写真）Copa Airlines 

 

他、コロンビアの航空会社「Wingo」も EFE 通信に対し

て「Wingo はベネズエラ－コロンビア間の運航を維持

する」「ベネズエラ空域の制限について公式な規制変更

の通知は受けていない」と回答したという。 

 

他に外国の航空会社で路線を維持しているのは、ボリビ

アの「BoA」、コロンビアの「Satena」「Laser」「Conviasa」

「Estelar」などベネズエラの現地航空会社も国際線を維

持している。 
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経 済                       

「オートバイ部品関税 ３％→２０％に引き上げ」            

 

経済系メディア「Bitacora Economica」は、オートバイ

の組立産業の状況について報じた。 

 

「Bitacora Economica」によると、２０２５年半ば、マ

ドゥロ政権はバイク部品の関税率を３％から２０％ま

で引き上げた。 

 

そして、組立事業者が国内生産・工業省、貿易省に対し

て、国産部品の使用実績を明示した場合にのみ関税率を

１６％まで引き下げる例外措置が適用されることにな

った。 

 

この決定はバイク価格に直ちに影響を及ぼした。昨年は

８００～９００ドル程度で購入できたバイクが、現在で

は２０００ドル以上になっているという。 

 

その結果、販売台数は減少。生産量も大きく減少してい

る（「ベネズエラ・トゥデイ No.1299」）。 

 

「９月の米国向け石油販売 先月比１６２％増」         

 

米国の「エネルギー情報局（EIA）」は、２０２５年９月

のベネズエラから米国向け石油（原油及び石油製品）輸

出量について、日量１０．２万バレルだったと発表した。 

 

２５年８月の米国向けの石油輸出量は日量３．９万バレ

ルだったので、先月比１６２％増ということになる。 

 

 

 

 

 

 

 

なお、ベネズエラ産石油の購入先は以下の通り。 

 

・Chalmette Refining：日量１．１万バレル 

・Chevron Pascagoula：日量２．８万バレル 

・Phillips 66：日量１．６万バレル 

・Premcor Refining Group：日量０．９万バレル 

・Valero New Orleans：日量１．７万バレル 

・Valero Refining Texas：日量２．０万バレル 

 

２０２５年に入りトランプ政権は、ベネズエラとの原油

取引を停止する意思を示し始めた。これに伴い両国のエ

ネルギー取引量は徐々に低下。 

 

２０２５年５月末にトランプ政権は Chevron の制裁ラ

イセンスを停止し、７月には両国のエネルギー取引は実

質的にゼロになった。 

 

しかし、トランプ政権は７月下旬に Chevron の制裁ラ

イセンスを再発行。取引量は回復傾向にある。 

 

なお、２０２５年１～９月の米国向け平均輸出量は日量

１４万７５００バレル。前年同期比で３１％減になる。 

 

 

 

以上 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/900596db50f91232495df868f2369fc1.pdf

